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　また、各種の給付は「被保険者であった期間」を
基に支給内容や支給の可否が決定されますので、被
保険者証を紛失したり、違う番号で複数の被保険者
証を所持することにならないようご注意ください。

個人情報の保護の

15

観点から電話による照会はできません。
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高年齢被保険者、短期雇用特例被保険者及び日雇
労働被保険者以外の者をいいます。

高年齢被保険者：65歳以上の被保険者をいいます。
なお、65歳に達した日以降に雇用された者で
あって、平成29年1月1日前から引き続いて雇
用されている者については、平成29年1月1日
に当該事業主の適用事業に雇用されたものとみ
なします。

又は高年齢被保険者となります。

　雇用保険の被保険者には、一般被保険者、高年齢被保険者、短
期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者の４種類があります。
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（８～12ページ）

（13～ 14ページ）
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※　違う番号で複数の雇用保険被保険者証をお持ちの場合は
　ご提出ください。

1ヶ月以上、3ヶ月以内の期間
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　求職者給付の手続き後に、一定の条件を満たして、職業に就いた
場合や事業を開始した場合に支給されます。
　⑴　就業手当
　　　　臨時的に働いた場合
　⑵　再就職手当
　　　①常用雇用で就職した場合
　　　②自立した事業を開始した場合
　⑶　就業促進定着手当
　　　①再就職手当の支給を受けた上で、再就職先に６ヶ月以上雇
　　　　用された場合
　　　②再就職先での６ヶ月の賃金が、離職前の賃金よりも低い場合
　⑷　常用就職支度手当
　　　　常用就職が困難（要件あり）な方が、公共職業安定所又は
　　　　職業紹介事業者の紹介により常用雇用で就職した場合（再
　　　　就職手当との併給はできません。）

　65歳未満で離職した方は、原則として、４週間に一度、指定された
日時に公共職業安定所へ失業認定申告書を提出します。失業と認定さ
れた日数分の基本手当日額が、ご本人名義の口座へ振り込まれます。
　また、65歳以上で離職した方は、指定された日時に、失業認定申
告書を提出することにより、被保険者期間や離職前６ヶ月間の賃金
等に基づき、該当する日数分の基本手当日額が一時金として、ご本
人名義の口座へ振り込まれます。

　離職（資格喪失）の日から１年以内に、再び被保険者となった
場合は、前の会社の被保険者期間と再就職後の被保険者期間は通
算されます。（ただし、育児休業給付金の支給を受けた場合の期間
は、基本手当等に係る算定基礎期間から除外されます。）
（10ページ参照）たとえば、下図の場合は６年となります。

　また、60歳以上の方の場合は、「高年齢雇用継続基本給付金」
に該当する場合もあります。（詳しくは、8ページを参照）
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１．受給資格
　次の全ての要件を満たす必要があります。

①　子の出生日から8週間を経過する日の翌日までの期間
内に、4週間（28日）以内の期間を定めて、当該子を
養育するための産後パパ育休（出生時育児休業）を取得
した一般被保険者及び高年齢被保険者であること（2回
まで分割取得可）。

②　育児休業開始前2年間に、一般被保険者及び高年齢被
保険者として11日以上働いた月が12ヶ月以上あること。
なお、育児休業開始日が令和2年8月1日以降の者につい
て、離職前2年間に11日以上働いた月が満12ヶ月ない場
合は、80時間以上働いた月を1ヶ月として算定します。

③　職場復帰することが前提の休業であること。
④　出生時育児休業期間中に就業している日が10日以下

又は80時間以下であること。ただし、休業期間が28日
より短い場合は、その日数に比例して短くなります。

⑤　出生時育児休業期間を対象とした賃金の支払いがある
場合は、休業開始時の賃金月額の80％未満であること。

２．受けられる期間
　「出生日または出産予定日のうち早い日」から「出生日または
出産予定日のうち遅い日から8週間を経過する日の翌日まで」
の期間内に4週間（28日）
３．支給額
　休業開始時賃金日額×休業期間の日数（28日が上限）×67％

※給付率について
出生時育児休業給付金が支給された日数は、育児休業給付
の支給率67％の上限日数である180日に通算されます。
181日目以降は支給率50％となります。

４．手続き
　事業主経由で、事業所管轄の公共職業安定所へ、申請書を    
提出、分割取得した場合でも申請は1回にまとめて行います。

出生時育児休業給付金
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　働く方の主体的な能力開発の取組み又は中長期的なキャリア形成
を支援するため、教育訓練を受講するために支払った費用の一部が
支給されます。

一般教育訓練給付金について

１．支給対象者
　受講開始日現在で雇用保険の被保険者であった期間が３年以上
（初めて支給を受けようとする方については、当分の間、１年以上）
あり、前回の教育訓練給付金受給から今回受講開始日前までに３年
以上経過していることなどの要件を満たす雇用保険の一般被保険
者及び高年齢被保険者（在職者）又は一般被保険者及び高年齢被保
険者であった方（離職者）が厚生労働大臣の指定する教育訓練を受
講し修了した場合に支給します。

２．支給額
　教育訓練施設に支払った教育訓練経費の20％に相当する額とな
ります。ただし、その額が10万円を超える場合は10万円とし、４千円
を超えない場合は支給されません。

特定一般教育訓練給付金について

１．支給対象者
　一般教育訓練給付金と同じ。

２．支給額
　教育訓練施設に支払った教育訓練経費の40％に相当する額とな
ります。ただし、その額が20万円を超える場合は20万円とし、
４千円を超えない場合は支給されません。
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専門実践教育訓練給付金について

１．支給対象者
　受講開始日現在で雇用保険の被保険者であった期間が３年以
上（初めて支給を受けようとする方については、当分の間、２年以
上）あること、前回の教育訓練給付金受給から今回の受講開始日前
までに３年以上経過していることなどの要件を満たす雇用保険の
一般被保険者及び高年齢被保険者（在職者）又は一般被保険者及び
高年齢被保険者であった方（離職者）が厚生労働大臣の指定する教
育訓練を受講し修了した場合に支給します。

２．支給額
　教育訓練施設に支払った教育訓練経費の50％に相当する額とな
ります。ただし、その額が１年間で40万円を超える場合の支給額は
40万円（　訓練期間は通常で３年間となるため、最大で120万円が
上限）とし、４千円を超えない場合は支給されません。
　専門実践教育訓練の受講を修了した後、あらかじめ定められた
資格等を取得し、受講修了日の翌日から１年以内に一般被保険者
として雇用された方又はすでに雇用されている方に対しては、教育
訓練経費の20％に相当する額を追加して支給します。ただし、上限
があります。
※特定の講座の4年課程を受講される方は、通常3年分に加えて、
　4年目受講相当分（1年間の支給上限額56万円、総支給上限額
　224万円）が上乗せされる事があります。

※特定一般教育訓練給付・専門実践教育訓練給付の支給を希望す
る方は、原則として、訓練受講開始日１か月前までに受給資格
確認の手続を行う必要があり、この受給資格確認の手続の前に
キャリアコンサルティングを受け、これを踏まえて記載された
ジョブ･カードを提出する必要があります。
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